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ユニファイドコミュニケーションが創出する
新たなビジネス環境

CONTENTS Ⅰ　組織能力の基本は「コミュニケーション」と「情報流通」
Ⅱ　多彩なコミュニケーションツールを統合するユニファイドコミュニケーション
Ⅲ　ビジネスコミュニケーションを効率化するユニファイドコミュニケーション
Ⅳ　ユニファイドコミュニケーションの課題はプレゼンスの浸透
Ⅴ　経営環境の変化に期待されるユニファイドコミュニケーション
Ⅵ　経営に欠かせないユニファイドコミュニケーション

1 めまぐるしく変化する経営環境のなかで、経営変革や成長を進めていくために
は、適切な意思決定者へ、必要な情報や知識を効率的かつタイムリーに伝達す
るための「コミュニケーション」と「情報流通」の能力が重要となる。この能
力を高めるIT（情報技術）として、ここ数年注目されているコミュニケーシ
ョン技術が「ユニファイドコミュニケーション」である。

2 ユニファイドコミュニケーションは、複雑化した多様なコミュニケーションツ
ールのそれぞれの長所を活かしつつ、それらを１つのシステムに統合し、効率
的なビジネスコミュニケーションを実現するソフトウェア技術である。

3 ユニファイドコミュニケーションが従来のコミュニケーションツールと大きく
異なるのは、「プレゼンス」と呼ばれる、対話の相手が今、受信可能な状態で
あるかどうかを知ることができる「在席状況」確認機能を有していることであ
る。しかし、このプレゼンスの便利さが広まらないことが、ユニファイドコミ
ュニケーションの課題となっている。

4 ユニファイドコミュニケーションを有効活用すると、「人材の多様化」「品質や
顧客満足向上」「コンプライアンス（法令遵守）対策」「グローバル化」といっ
た企業の経営課題の解消へも効果をもたらす。
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一瀬寛英



65ユニファイドコミュニケーションが創出する新たなビジネス環境

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2009 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

Ⅰ	 組織能力の基本は「コミュニ
	 ケーション」と「情報流通」

2008年秋の金融危機の深刻化をきっかけと
する世界的な景気後退や円高によって、09年
初めの日本経済は、非常に厳しい状況に直面
している。こうしたなか企業を取り巻く経営
環境は、

● 顧客嗜好の劇的な変化
● 人材不足と人材の多様化
● 株主からの企業価値増大要求に対するプ

レッシャー
● 企業の社会的責任や貢献への要求
● 競合企業同士の合併や異業種からの市場

参入のような業界再編成

● グローバル化
──など劇的に変化しつつある（表１）。
経営環境がこのようにめまぐるしく変化す

るなかで事業を運営していくためには、適切
な意思決定者へ、必要な情報や知識を効率的
かつタイムリーに伝達するための「コミュニ
ケーション」と「情報流通」の能力が重要と
なる。迅速な意思決定のために、１人の意思
決定者に必要な知識や情報を集めるのか、あ
るいは必要な知識や情報を持つ人を１カ所に
集めるか──いずれにせよスピードが求めら
れ、それには日々進化し続けるIT（情報技
術）を効果的に活用することが重要である。

本稿では、コミュニケーションと情報流通
の能力を高めるITとして、ここ数年注目さ

表１　企業における経営課題認識
（単位：％）

注）3つまで回答
出所）日本能率協会「2008年度（第30回）当面する企業経営課題に関する調査」

2008年の課題認識（全体）

1 収益性向上 60.8 

2 人材強化（採用・育成・多様化） 40.2 

3 売り上げ・シェア拡大 38.1 

4 新製品・新サービス・新事業開発 22.0 

5 品質向上（サービス・商品） 19.5 

6 財務体質強化 16.9 

7 顧客満足向上 15.8 

8 コーポレートガバナンス（企業統治）強化
（内部統制・リスクマネジメントを含む）

14.1 

9 技術力の強化 10.2 

10 ローコスト経営 10.1 

11 現場の強化（安全、技能伝承など） 9.4 

12 グローバル化（グローバル経営） 9.3 

13 企業の社会的責任（CSR）（コンプライア
ンス〈法令遵守〉・環境などを含む）

9.0 

14 株主価値向上 5.0 

15 事業再編（M&A〈企業合併・買収〉を含む） 4.4 

16 ブランド価値向上 4.4 

17 スピード経営 3.6 

18 キャッシュフロー経営 2.3 

19 企業理念の徹底・見直し（ビジョン・ウェイ・
バリューなど）

1.9 

20 その他 0.3 

N＝860

将来（2011年ごろ）の課題認識（全体）

1 収益性向上 50.2 

2 人材強化（採用・育成・多様化） 40.0 

3 売り上げ・シェア拡大 30.7 

4 新製品・新サービス・新事業開発 27.1 

5 顧客満足向上 18.0 

6 グローバル化（グローバル経営） 14.8 

7 財務体質強化 14.7 

8 技術力の強化 14.3 

9 企業の社会的責任（コンプライアンス・環境
などを含む）

12.8 

10 品質向上（サービス・商品） 12.1 

11 コーポレート・ガバナンス強化（内部統制・
リスクマネジメントを含む）

10.6 

12 株主価値向上 9.4 

13 ブランド価値向上 9.2 

14 事業再編（M&Aを含む） 8.6 

15 ローコスト経営 6.9 

16 現場の強化（安全、技能伝承など） 6.7 

17 スピード経営 4.2 

18 企業理念の徹底・見直し（ビジョン・ウェイ・
バリューなど）

3.0 

19 キャッシュフロー経営 2.2 

20 その他 0.2

 N＝860
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れているコミュニケーション技術である「ユ
ニファイドコミュニケーション」と、それが
経営にもたらす効果について、事例を交えな
がら論じる。

Ⅱ	多彩なコミュニケーション
	 ツールを統合するユニファイド
	 コミュニケーション

今日、コミュニケーションや情報流通で利
用されるITは、電子メール、携帯電話、IP（イ
ンターネットプロトコル）電話、テレビ会議、
Web会議、インスタントメッセージ（ユー
ザー同士がコンピュータ上で短い文章を交換
する会話）、グループウェア（社内向け情報
共有ツール）、ブログ、SNS（ソーシャル・
ネットワーキング・サービス）、ナレッジマ
ネジメントといったように多岐にわたる。し
かも、これらのツールは別々の製品で提供さ

れることが多く利用方法も異なるため、企業
内のコミュニケーションの複雑化を招いてい
る。そこに登場してきたのが、国内外で話題
となっているユニファイドコミュニケーショ
ンである。

ユニファイドコミュニケーションとは、複
雑化した多様なコミュニケーションツールの
それぞれの長所を活かしつつ、それらを１つ
のシステムに統合し、シームレスかつスムー
スに活用できるようにするソフトウェア技術
である。ユニファイドコミュニケーションに
よって、企業は、「社員と社員」「顧客と社
員」など、ヒトとヒトとをつなぐさまざまな
手段を統合することができ、統一された利用
方法で効果的なコミュニケーションが容易に
実現できる（図１）。

ユニファイドコミュニケーションは最近登
場した技術ではなく、コンセプトは2000年ご
ろにはすでにあった。

注）SNS：ソーシャル・ネットワーキング・サービス

図1　多彩なコミュニケーションツールを統合するユニファイドコミュニケーション
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たとえば、代表的なネットワークベンダー
であるシスコ・システムズは、1999年にユニ
ファイドコミュニケーションの戦略を発表し
ている。当時は、シスコ・システムズのよう
なネットワークベンダーが、企業の社内のIP
ネットワーク上で音声を伝送するIP電話シス
テムのリリースを始めた時期と重なる。以
降、従来の電話機は電話専用の回線からはず
され、それに代わる新たな種類の通信機器

（コンピュータ）として、IP電話機が企業の
IPネットワークに接続されるようになった。

このIP電話システムの延長線上に、電話機
だけでなく、すべてのコミュニケーションツ
ールを１つのプラットフォームに統合する、
ユニファイドコミュニケーションのコンセプ
トが登場したのである。

そして2007年ごろより、マイクロソフトや
IBMなど大手ソフトウェアベンダーが、ユニ
ファイドコミュニケーションのソリューショ
ンに本格的に参入し始めた。それは主に、
Web会議、インスタントメッセージ、プレ
ゼンス（在席状況）、グループウェアなどの
オフィスコミュニケーションツールとIP電話
を連携させるソリューションである。たとえ
ば、電子メールの送信者やワードなどの文書
ファイルの作成者のプレゼンス情報がディス
プレイ上に自動表示され、この情報を確認し
たうえで、IP電話をワンクリックで発信でき
るようになる。

マイクロソフトは2007年10月、IP電話と連
携するユニファイドコミュニケーション製品

「Microsoft Office Communications Server 
2007（以下、OCS 2007）」を国内発表した注1。

このとき、業界を代表する８社のIP電話シ
ステムメーカー（NEC、沖通信システム、

富士通、日立コミュニケーションテクノロジ
ー、ネクストジェン、ノーテルネットワーク
ス、日本アバイア、シスコ・システムズ）
が、パートナー企業としてOCS 2007との連
携を発表している。これにより、多くのユー
ザーが使い慣れたアプリケーションソフトウ
ェア上で、ヒトとヒトとのコミュニケーショ
ンの効率化を図るビジネス環境が実現される
ことになった。

実際に導入事例も出てきている。マイクロ
ソフトの公開情報によると、キリンビールと
エスエス製薬などが、OCS 2007とIP電話を
連携させ、職場のコミュニケーションや社員
同士のコラボレーションの変革を進めてい
る。

Ⅲ	 ビジネスコミュニケーションを
	 効率化するユニファイドコミュ
	 ニケーション

第Ⅰ章で述べたように、企業の経営課題を
解決するためには、コミュニケーションと情
報流通の能力が必要となる。しかし、これら
は以下の５つの問題を伴っている。
①時間の遅延による機会損失
　　伝達や会議のために意思決定が遅れる

ことによって、ビジネス機会が失われる
ことがある
②情報ノイズ
　　知識や情報の見落とし・誤り、思い込

みなどが入り込む可能性がある
③情報処理能力の飽和
　　多量の知識や情報によって、情報量が

処理能力を超えてしまう可能性がある。
このようなときには、伝達の遅延または
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情報や知識の質的劣化が起こる
④意図的ノイズ
　　政治的意図や個人的な野心などによ

り、知識や情報がゆがめられる可能性が
ある
⑤漏えいリスク
　　意図的であるかどうかを問わず、多く

の人が知識や情報を持てば、そのぶん漏
えいリスクは大きくなる。企業の情報漏
えいは経営を危うくする場合がある

これらに共通しているのは、情報が意思決
定者にたどり着く前に、複数の人を経由して
いることである。そこで、コミュニケーショ
ンを取ろうとするときに、最適な人へ最短の
ルート、可能であれば直接到達することがで
きれば、これらの５つの問題は解消されるは
ずである。このような問題解決には、最適な
ヒト同士を最適なタイミングで、かつ最適な

コミュニケーションツールでつなぐことがで
きるユニファイドコミュニケーションが役に
立つ。

ユニファイドコミュニケーションが従来の
コミュニケーションと大きく異なるのは、コ
ミュニケーションの発信者が、対話の相手が
今、受信可能な状態であるかどうかを事前に
確認できることにある。前述のように、この
機能はプレゼンスと呼ばれ、統合された各種
のコミュニケーションツールとシームレスか
つスムースに連携している。図２に、プレゼ
ンスを中心とするユニファイドコミュニケー
ションの典型的な活用例を示す。

● 社内、外出先、自宅
プレゼンス機能によって、対話の相手の状

況（在席、外出中、移動中など）を確認し、
固定電話、携帯電話、ボイスメール、インス

図2　プレゼンスを中心としたユニファイドコミュニケーションの活用イメージ
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タントメッセージ、Web会議から、最も効
果的なコミュニケーションツールを利用する
ことができる。

そのため、ほかのフロアや拠点が異なるプ
ロジェクトメンバーとの共同作業を効率的に
進めるられる。なぜならユーザーは、プレゼ
ンス機能を有するグループウェアのアドレス
帳で、コミュニケーションを取りたいプロジ
ェクトメンバーの状況をリアルタイムに確認
できるからである。まず、インスタントメッ
セージで簡単なテキストのやり取りをして互
いの状況を把握し、必要ならば電話やWeb
会議での議論や作業に進む。

● 顧客からの電話
顧客から、すぐに正確な回答がほしいとい

う電話があった場合の電話の取り次ぎにもユ
ニファイドコミュニケーションが役に立つ。
電話を受け取った社員は、担当営業や専門家
の在席状況をプレゼンス機能で確認し、在席
なら固定電話に、外出中で携帯電話が利用で
きる場合は携帯電話に顧客からの電話を転送
することができる。

また、プレゼンス情報から適切なコミュニ
ケーションツールへ自動的に転送する設定も
可能である。たとえば、重要な顧客からの電
話は携帯電話に転送し、緊急を要さない場合
はボイスメールに転送する。このように、プ
レゼンス機能を利用することによって、非効
率な電子メールや電話の転送を削減し、顧客
に対して適切な回答を、最速で提供すること
ができる。

以上のような利用事例にキリンビールがあ
る注2。

キリンビールは、ユニファイドコミュニケ
ーションによって文書情報を共有するための
ポータルサイト、プレゼンス機能、電子メー
ル、IP電話、Web会議などを組み合わせ、効
率的なコミュニケーションを実現したという。

新しいシステムの最大の評価ポイントは、
プレゼンス機能で相手が在席かどうかが確認
できるようになったことである。この機能に
より、まるで同じフロアで働いているかのよ
うな感覚で、異なるフロアや離れた場所にい
る相手の状況が確認でき、相手が不在であれ
ば電子メール、在席しているならIP電話かイ
ンスタントメッセージかを使い分けることが
できるようになった。また、プレゼンス機能
は、忙しい相手、つまり意思決定者であるほ
ど利用頻度が高くなり、意思決定の迅速化に
よりチーム全体の業務が効率化するという評
価もある。

導入効果としては、電話の取り次ぎや伝言
メモに要した時間（１人当たり平均１日５
分）が短縮できたと試算している。

さらに、以前からの課題であった電子メー
ルの流通量増加には、約20%の削減効果があ
ったとも試算している。

Ⅳ	 ユニファイドコミュニ
	 ケーションの課題は
	 プレゼンスの浸透

これまで論じてきたように、ユニファイド
コミュニケーションは、ビジネスのコミュニ
ケーションを一層効率化する便利な仕組みで
あるが、現実には世の中に十分浸透していな
い。その一因として、ユニファイドコミュニ
ケーションの重要な要素であるプレゼンスが
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普及していないことが考えられる。
プレゼンスの便利さが広まらないのはなぜ

であろうか。その要因はいくつか考えられる
が、大きく影響しているのは、プレゼンス情
報を手動で更新していることである。今のと
ころ、ユーザーがクライアントソフトウェア
からプレゼンス状態を手動更新しなければ正
確なプレゼンス情報が反映されない。プレゼ
ンスの導入を検討している企業のなかには、
プレゼンスの手動更新が確実に運用されるか
どうかわからないため、導入に二の足を踏ん
でいるところも多いだろう。この状況を打開
するために、ベンダーは、プレゼンス情報を
自動的に更新する以下のようなソリューショ
ンを提案している。

①パソコンの利用状況（スクリーンセーバ
ーやデータ通信状況など）

スクリーンセーバーが表示されている場
合、あるいはデータ通信がない場合は利用者
が休憩などでパソコンの前にいないと判断
し、プレゼンスをオフ（連絡不可）にする。
逆に、スクリーンセーバーが表示されていな
い場合、あるいはデータ通信がある場合は、
利用者がパソコンの前にいると判断し、プレ
ゼンスをオン（連絡可）にする。このとき無
線LANに接続していれば、無線LANのアク
セスポイントの位置情報から、ユーザーがい
る場所を自動的に表示する。

②グループウェアなどのスケジュールソフ
トウェアとの連携

スケジュールが何も入力されていない時間
帯は自席にいるとして、プレゼンスを自動的
にオンにする。スケジュールに顧客訪問（外

出）や社内会議（重要）と入力されている場
合は、上司や重要顧客からの連絡に対しては
プレゼンスをオン、そのほかの社員からにつ
いてはプレゼンスをオフにするといった設定
を可能にする。

③入退室管理システムとの連携
昨今、セキュリティ強化のために、入退室

管理システムはビルの入り口だけでなく、フ
ロアや部屋ごとに設置されていることが多く
なっており、社員が社内にいるのか社外かを
正確に把握できる。社内にいるときはプレゼ
ンスをオン、社外の場合はプレゼンスをオフ
にするといった設定を可能にする。

このようなプレゼンス情報更新の自動化ソ
リューションによって、従来に比べて正確な
プレゼンス情報を簡単な方法で管理すること
ができるようになる。しかし、これだけでは
十分ではない。

まず、①のパソコンの利用状況は、当然パ
ソコンの利用が前提となっている。会議室に
いるときも、ノートパソコンを持っていかな
ければ正確なプレゼンス情報は反映されな
い。

次の②のグループウェアなどのスケジュー
ルソフトウェアとの連携については、グルー
プウェアに登録されているスケジュールどお
りに行動していない場合も多いであろう。た
とえば、会議や顧客訪問のスケジュールが急
に変更されると対応できなくなる。

③の入退室管理システムとの連携について
は、社員の居場所が社内、社外のどちらかな
のかは正確に把握できる。これとスケジュー
ルソフトウェアとを連携させれば、顧客訪問
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中であるのか会議中であるのかといった精度
の高い情報を得ることができるようになる。
しかし、これだけでは不十分である。外出中
の空き時間や移動時間に社員と連絡が取れる
かどうかわからないからである。

プレゼンス機能には、社員がどこにいても
連絡が取れる状態であるのかどうかがわかる
仕組みが重要であり、その最も有効な手段
は、携帯電話機にパソコンと同様のプレゼン
ス機能を取り込むことである。

携帯電話を利用するというと、GPS（全地
球測位システム）でいつも居場所を管理され
るかのように想像する人も多いかもしれない
が、そうではない。常に手元にあり起動して
いる携帯電話機を使って、自分が連絡可能か
どうかを設定するだけである。連絡可能なら
ばプレゼンスをオン、不可能ならばオフにし
て設定しておけばよい。

しかも、携帯電話機には、電話、電子メー
ル、Web閲覧の機能が備わっているうえに、
パソコンのように起動に時間がかかったり、
音声の入出にヘッドホンやマイクを使う必要
があったりするということがない。したがっ
て、携帯電話機は１台でプレゼンスの管理ツ
ールと対話ツールになりうる。ただし、現在
の日本市場で、携帯電話機にプレゼンス機能
を取り込むことは、今のところ困難である。
なぜならば、日本で使用できる携帯電話機
は、技術やサービスなどが日本市場で独自の
進化を遂げたために、世界市場からかけ離れ
た独自仕様のものになってしまっているから
である。

しかし、将来的には実現の可能性はある。
欧米を中心に広まっている、世界市場をター
ゲットとしたいわゆる「携帯電話機のパソコ

ン化」である。実際に、ノキア製の携帯電話
機や、「ウィンドウズモバイル」「ブラックベ
リー」などのスマートフォン（コンピュータ
内蔵のデータ処理機能を持った携帯電話機）
のビジネス利用が日本でも浸透してきている
し、アップルの「アイフォーン」も定着して
きている。また、米国では、グーグルの携帯
電話ソフトウェアプラットフォーム「アンド
ロイド」を搭載した携帯電話機が登場してい
る。

このような携帯電話機のパソコン化によっ
て、欧米メーカーは、パソコンに搭載される
プレゼンス機能を携帯電話機でも利用可能に
するソフトウエアを提供してきている。実際
に、IPコミュニケーションの代表的ベンダー
である前述のシスコ・システムズや、米国ア
バイアでは、スマートフォン向けのユニファ
イドコミュニケーション・ソフトウェアの提
供を始めており、これらはプレゼンス機能と
社内のIP電話を統合して利用できる。

Ⅴ	 経営環境の変化に期待される
	 ユニファイドコミュニ
	 ケーション

第Ⅰ章で述べたように、今日の経営環境は
劇的に変化しており、65ページの表１で示し
たような経営課題が認識されている。本章で
は、これらの経営課題にユニファイドコミュ
ニケーションがどのように役立つのかを、事
例を交えて論じる。

1	「人材の不足と多様化」に対する
	 利用

人材不足という経営課題の施策として、昨
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今、仕事と生活の調和を図る、すなわちワー
クライフバランスが注目されており、多様な
働き方を選択できるよう取り組み始めた企業
もある。そしてその実現に向けた働き方の一
つに、時間や場所にとらわれない効率的なワ
ークスタイルである在宅勤務があり、2006年
以降、大手企業を中心に本格的に導入する事
例が増えている（図３）。

在宅勤務を導入する際に必ず必要となるの
は、コンプライアンス（法令遵守）を徹底す
るためのセキュリティ対策である。具体的に
は、社内ネットワークに安全に接続できる暗
号通信や認証技術、社内のデータを外部に持
ち出させないようにする外部記憶媒体の制御
やシンクライアント（記憶装置を備えないパ
ソコン端末）といったセキュリティツールの
導入である。

しかし、セキュリティが確保されたとして
も、それだけで在宅勤務の環境として十分で
はない。在宅勤務の大きな課題として、社内

コミュニケーションや情報共有が挙げられ
る。在宅勤務を進めた結果、上司や同僚との
コミュニケーションが不足し、社員によって
は孤独感や疎外感を抱くことがある。また、
必要な書類や資料をすぐに見つけ出せないと
いったことも出てくるだろう。オフィスでは
当たり前すぎて気にもならないことが、在宅
勤務では課題となる。換言すれば、在宅勤務
でもオフィスに近い環境や雰囲気が望まれる
のである。

このような場合にもユニファイドコミュニ
ケーションは役に立つ。離れて働いている同
僚の活動は、スケジュールソフトウェアやプ
レゼンス情報で確認でき、ちょっとした相談
をしたいときはインスタントメッセージで話
しかけることができる。少し込み入った内容
ならば、IP電話やWeb会議で議論すること
もできる。またIP電話は在宅勤務中でも内線
電話として利用できるため、顧客からの電話
もオフィスと同じように受け取ることができ

出所）各社公開情報をもとに作成

図3　在宅勤務制度を本格的に導入した企業の例
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るようになる。
情報発信や共通のテーマを検討するための

コミュニケーションには、ブログやSNSなど
のWebベースの情報共有ツールが役立つだ
ろう。通常のオフィス業務で利用するツール
や、こうした汎用型のWebベースのツール
は、在宅勤務だからこそ重要な役割を担う。

この在宅勤務の事例として、NECを紹介
する。同社は2008年７月１日より、原則とし
て週１回を在宅勤務とする制度を全社に拡大
し、本格的に導入した。NECは、情報セキ
ュリティの確保に加えて、ユニファイドコミ
ュニケーションを導入してオフィスと同じ以
下のような環境を実現している注3。

● コミュニケーション
　　内線電話、Web会議・Webカメラな

どのコミュニケーションツールを活用
し、自宅でもオフィス勤務時と同様の協
働環境を実現

● 勤務管理
　　在席状況やスケジュールを自宅にいな

がら関係メンバーと共有
なお、この本格導入に先がけて、NECで

は2006年７月から在宅勤務のトライアルを実
施しており、実施者の74%がオフィス勤務時
と比べて生産性が上がったとしている。

2	「品質向上」に対する利用
ユニファイドコミュニケーションの特徴

は、相手の現況を把握し、情報を瞬時にかつ
確実に届けることでコミュニケーションの遅
延や未達を軽減することにある。このユニフ
ァイドコミュニケーションとビジネス・アプ
リケーションソフトウェアを連携させること
で、ビジネスプロセス上で必要となるコミュ

ニケーション、たとえば意思決定や問題発生
時の会議を効率化し、製品やサービスなどの
品質を向上させることが可能になる。このと
き、「インテリジェントルーティング」とい
う技術を、ユニファイドコミュニケーション
と組み合わせて利用することが有効である。

インテリジェントルーティングとは、業務
アプリケーションソフトウェアの各種データ
ベースの情報をリアルタイムに分析すること
で、システムが自動的に、最適なヒト同士を
最適なタイミングで、かつ最適なコミュニケ
ーションツールでつなぐことができる技術で
ある。

ビジネス上のインテリジェントルーティン
グの応用範囲は広く、製造、流通、金融取引
などのシステムに組み込まれて利用される可
能性がある。時々刻々と発生するビジネスイ
ベントをリアルタイムでモニターし、重要な
イベントや異常を検知すると、システムが、
電話、電子メール、インスタントメッセージ
などのなかから最適な利用手段を選択し、適
切な関係者に連絡を取る。

複数の管理者の判断が必要な場合には、シ
ステムから自動的に電話会議やテレビ会議を
招集することも可能である。こうしたシステム
は、「CEBP（Communication Enabled Busi-
ness Process）」と呼ばれている（次ページ
の図４）。CEBPはオフィス業務でも有効で
ある。たとえば、グループウェアと組み合わ
せれば、会議のスケジュール調整の大幅な削
減が見込めるだろう。

この事例としては、米国の家電メーカーで
あるワールプールと東北NECがある。

ワールプールは、サプライチェーン（供給
連鎖）管理を改善することで、顧客へのサー
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ビス水準をさらに引き上げることができると
考えていた。サプライチェーン上のビジネス
プロセスの不具合や機能停止が発生した場合
に、必要となる人的作業の遅延時間を短縮す
ることは、重要な差別化要因になるからであ
る。そこでワールプールは、サプライチェー
ンのなかから、「承認が必要である」「数人の
コラボレーションが必要である」など、コミ
ュニケーション上で人的遅延が起きやすいビ
ジネスプロセスを特定し、そこにCEBPを導
入している注4。

たとえば、大きな注文が入ったものの、在
庫は不足している状態であったとする。従来
は、在庫管理のソフトウェアが管理者に在庫
不足を伝える電子メールを送信していた。し
かしこのとき、管理者がメールを見落とすな

どで対応が遅れると、重大なビジネス損失に
なってしまうことがあった。

これを防ぐため、CEBPのシステムは在庫
不足が発生した場合、主要な管理者に向けて
電話や携帯電話メールなど、事前に指定した
方法で、自動的に即座に連絡し、対応するよ
うに促す。さらに、複数の管理者が決定を下
す必要がある場合にCEBPのシステムは、電
話会議を招集するためあらゆる手段で全員に
コンタクトを試みる。ワールプールでは、今
まで会議の招集に通常２時間かかっていた
が、CEBPの導入によって２分に短縮できた
としている。

そのほか、同社は、小売り業者との受注シ
ステムが故障したときのアラートにもCEBP
を利用しており、これにより、人的遅延を縮

注）SMS：ショート・メッセージ・サービス

図4　ユニファイドコミュニケーションと業務アプリケーションソフトウェアの連携
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め、復旧を早めている。
次は、ネットワーク機器を生産している東

北NECが、品質管理基幹システムとユニフ
ァイドコミュニケーションを連携させ、品質
不良の発生時に迅速な対応ができる仕組みを
つくり上げた事例である注5。

東北NECの品質管理基幹システムは「生
傷即覧システム」と呼ばれ、不具合検知時は

「ラインを停止」し、関係者が集まり「現地・
現物」で原因究明することを基本にしてい
た。しかし、従来、ライン責任者が関係者を
現場に招集する手段は、「電話をかける」か

「直接呼びに行く」しかなく、原因究明が始
まるまでに多くの手間と時間を要した。ライ
ン停止は製品の出荷・納期遅れに直結する重
大な問題であるため、関係者をできるだけ早
く集め、原因を特定し対策を講じて作業を早
期に再開することが必要であった。幹部・役
員からも、発生時には直ちに一報するよう求
められていた。

東北NECでは、こうした手間と時間を要
す問題を「生傷即覧システム」とユニファイ
ドコミュニケーションとが連携するシステム
を導入することで解消したとしている。

たとえば、ライン停止など重大なアラート
の発生時は、「主任以上の役職者全員」の携
帯電話にメッセージを送信し、閲覧画面の
URL（ユニバーサル・リソース・ロケータ
ー）から情報を確認することができるように
なっている。そしてその情報が自分の担当製
品の場合は直ちに現場へ急行しなければなら
ないルールとしたことから、ライン責任者が
電話をかけたり呼びに行ったりすることもな
く、関係者を現場に集めることができるよう
になった。同時にメッセージは全役職者にも

配信されるため、役員および関係部門への情
報伝達のタイムラグ（時間的ずれ）がなくな
り、「第一報」のリアルタイム配信を実現す
ることができている。

3	「顧客満足向上」に対する利用
ユニファイドコミュニケーションは、企業

が顧客と接するためのチャネルの一つである
コンタクトセンターの ｢顧客満足向上」にも
役立つ。

昨今、コンタクトセンターのIP化が進み、
電話、電子メール、Web、店舗などのチャ
ネルが統合され、「IPコンタクトセンター」
と呼ばれている。このIPコンタクトセンター
とユニファイドコミュニケーション、そして
前述のインテリジェントルーティングを利用
すると、カスタマーサービス、セールス、マ
ーケティング、キャンペーンにおける顧客と
のコミュニケーションに、最適なチャネルと
タイミングで適切な応対をすることが可能に
なる。

たとえば、顧客からのIPコンタクトセンタ
ーへの問い合わせに対して、顧客情報、従業
員のスキル（技能）情報やプレゼンスなど各
種データベースをもとに、最適な担当者（エ
ージェント〈オペレーター〉、担当営業、専
門家）へコンタクトを取ることができる。ま
た、担当者が外出中であったとしても、担当
者のスマートフォン（あるいは携帯電話）へ
つなぐことも可能である。IPコンタクトセン
ターの機能は、ユニファイドコミュニケーシ
ョンと連携することで企業全体に拡大するこ
とができる（次ページの図５）。

さらに、最近では、「テレプレゼンス」と
呼ばれる高精細な大画面テレビ会議システム
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とユニファイドコミュニケーション、および
IPコンタクトセンターとを連携させようとす
る試みも出てきている（図６）。病院、銀
行、証券会社、郵便局、スーパーマーケッ
ト、百貨店、家電量販店などでは、店舗の大
きさや地域の関係で必ずしも担当者や専門家
を配置できない。そうした場合、生活者が相
談できなかったり、病院では患者が診察を受
けられなかったりすることが多々ある。この
ようなときに、遠隔地から「等身大の対面対
応」ができれば、生活者と担当者、患者と医
師が直接会って相談しているかのような環境
が生まれる。

具体的に物販の例でいうと、遠隔地のコー
ルセンターとつながったテレプレゼンス・シ
ステムがあれば、大画面を介して遠隔地のエ

図6　高精細の大画面テレビ会議システムとIPコンタクトセンターの
　　 連携
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ージェントや専門家と会話ができる。さらに
高精細の映像配信機能が加われば、店舗側は
商品の大きさや状態、カタログの内容をまる
で店舗に展示してあるような感覚で顧客に紹
介できる。このようなシステムは、前述した
ユニファイドコミュニケーションと連携する
IPコンタクトセンターが土台となっており、
シスコ・システムズが、「Cisco TelePresence 
Expert on Demand」というソリューション
として提供している。

4	「コーポレートガバナンス強化
	 （内部統制・リスクマネジメント
	 を含む）」に対する利用

ネット社会の現代、企業の不祥事に対する
社会の声は年々厳しくなっている。情報漏え
い、金銭にかかわる不正行為、手抜き作業に
よる商品の欠陥、食品の材料や賞味期限等の
不正表示──などを起こした企業は、一度の
不祥事であっても「一発退場」を突きつけら
れる。そして、過去に大きな不祥事を起こし
た企業・団体・人物が再び不祥事を起こす
と、たとえそれが小さなものでも強い批判を
受けるし、昔に比べて信頼回復は容易ではな
くなっている。

このような状況のなか、企業はこの数年、
自社グループ内ばかりか、取引先も巻き込ん
だ内部統制やリスクマネジメントの強化を急
いでいる。

ユニファイドコミュニケーションは、携帯
電話など多様な端末のコミュニケーションを
１カ所で統合的に管理および運用できるた
め、前節までのようにユーザーの生産性と利
便性を向上させるだけではなく、内部統制対
策やコンプライアンスへの対策としても役に

立つ。
たとえば、社員のコミュニケーションの行

動履歴や対話内容を一括保存することができ
る。これまでにも電子メールのログを保存す
るシステムはあったが、ユニファイドコミュ
ニケーションは、加えて電話による音声会話
の録音やインスタントメッセージの対話内容

（テキスト）もログとして保存できるので、
監査の証跡としても有効である。また、保存
された対話内容はネットワーク上のデータベ
ースで管理されるので容易に検索でき、音声
認識や分析なども可能となる。同時に、録音
やログの保存をユーザーに事前告知すること
で、情報の持ち出しを抑止できるなど内部統
制効果も考えられる。

この分野での代表的な企業である米国のナ
イスシステムズは、シスコ・システムズやア
バイアなどユニファイドコミュニケーション
のベンダーと提携し、内部統制実現のための
ソリューションを提供している。こうした情
報セキュリティの観点からも、ユニファイド
コミュニケーションの導入が期待される。

5	「グローバル化」への利用
今後、2010年代に向けて、多くの日本企業

の経営課題となるのは、「グローバル化」で
ある。1990年代以降、製造や販売といった企
業活動のオペレーション（業務）はグローバ
ル化し、製品と金融の流れもグローバル化し
た。しかし、今後の課題となるのは、経営自
体のグローバル化である。

たとえば、優れた人材を求めて、これから
は外国人経営者が起用される機会も増えるだ
ろう。さらに、2007年度から解禁された三角
合併の導入により、海外企業とのM&A（企
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業合併・買収）が広がることも考えられる。
これについては、海外企業による日本企業の
買収（OUT-IN）ばかりでなく、日本企業に
よる海外企業の買収（IN-OUT）も今後飛躍
的に増加すると推測される。実際に、2007年
以降、国内の製薬会社による海外企業の買収
が積極的に行われている。

また、2008年の世界的な金融破たんを背景
に、国内の金融機関による欧米金融機関の買
収も行われている。今後の企業活動には、言
語も宗教も異なる外国の人材を、自社戦略に
合わせて正しく効果的にマネジメントしなけ
ればならなくなる。

このような時代に重要視されるのが、企業
への求心力や忠誠心を高め、企業全体として
明確な方向感を与える「理念やビジョン」

「情報共有」である。そしてそれには、「企業
全体への経営方針の伝達」「チーム内での意
思疎通や迅速な意思決定」「他チームや他部
門、協業企業との情報交換や情報共有」など
を効率的かつ有効に実現するコミュニケーシ
ョンと情報流通の能力が必要である。このよ
うな能力の向上にも、ユニファイドコミュニ
ケーションは有効である。

組織のグローバル化に向けてユニファイド
コミュニケーションを導入した事例に日産自
動車がある注6。日産自動車の経営体制は、
日本とフランス（ルノー）の２国にまたが
る。そのため、両国の組織間でのコミュニケ
ーションが増えている。たとえば、研究開発
の体制は日産自動車とルノーの両社が分担し
ていることから、そうした情報や成果を共有
するうえで、海外拠点との連携が頻繁に行わ
れている。そのため、場所や組織を意識せ
ず、コミュニケーションが簡単に取れる新し

い環境の整備が重要な経営課題であった。
そこで、日産自動車とルノーはユニファイ

ドコミュニケーションによって、ルノーの社
員が日産自動車の拠点に来ても、逆に日産自
動車の社員がルノーの拠点に行っても、同じ
内線番号でつながる環境をつくり上げた。そ
れと並行して、欧米拠点で先行展開してきた
プレゼンス機能やインスタントメッセージ、
動画による会議システムなど、「バーチャル
オフィス」と呼ばれる新しいコミュニケーシ
ョンツールも国内で順次拡大させている。

その結果、今までは上司が海外に出張する
と帰国まで滞りがちであった承認事項など
が、ユニファイドコミュニケーションのプレ
ゼンス機能を利用することで、上司がどこに
いるかが即座に確認でき、状況に応じた最適
なコミュニケーションツールで連絡できるよ
うになった。

会議についても、従来はメンバーを１カ所
に招集することは困難であったが、ユニファ
イドコミュニケーションと連携するWeb会
議を利用することで、メンバーは時間や場所
の制約から解放され、柔軟なコラボレーショ
ンができるようになった。

Ⅵ	 経営に欠かせないユニファイド
	 コミュニケーション

ユニファイドコミュニケーションによっ
て、企業の情報伝達は、合理化およびスピー
ドアップが実現する。そして、これは企業の

「人材の多様化」「品質や顧客満足向上」「コ
ンプライアンス対策」「グローバル化」とい
った経営課題へも効果をもたらすことは、こ
れまで述べてきたとおりである。
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そのほかにも、ユニファイドコミュニケー
ションは、社員同士、取引先などで効率的な
コラボレーションが簡単にできるため、出張
や業務上の移動の削減にも有効である。これ
は、今後、企業にとってとりわけ重要なテー
マとなるであろうCO2排出量削減などCSR

（企業の社会的責任）上の取り組みにも大い
に貢献できる。また、仮に災害が発生した際
にも、社員が自宅やオフィス以外の場所か
ら、オフィスにいるときと同様に社内コミュ
ニケーションを取ることができるため、事業
継続の面でも有効な対策となるであろう。

急激に変化する経営環境において、ユニフ
ァイドコミュニケーションはビジネスコミュ
ニケーションに大きな変化をもたらし、新た
なビジネス環境を創出する、今後は経営に欠
かせない道具として利用されていくだろう。

注

1	 http://www.microsoft.com/japan/presspass/
detail.aspx?newsid=3231
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3	 http://www.nec.co.jp/press/ja/0807/0102-02.
html
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